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はじめに 
 

中学校の部活動は、生徒のスポーツや文化・芸術に親しむ機会を確保し、生

徒の自主的・主体的な参加による活動を通じて、学習意欲の向上や責任感、連

帯感の涵養等に資するとともに、自主性の育成にも寄与するものとして、大き

な役割を担っている。また、これまでも部活動は、教員による参加生徒の多面

的理解や生徒の問題行動の発生抑制など、生徒指導の面においても、大きな意

義があり、生徒の活躍や成長を保護者とも共有することで学校の教育活動への

信頼を高めることや、学校や地域の一体感、愛校心の醸成にも大きく貢献して

いる。  

一方で、現在、多くの地域において、少子化の進展により生徒数及び教職員

数が減少し、それに伴う学校の小規模化で学校の部活動を削減せざるを得ず、

このままの形を持続することは難しいという危機感が共有されてきている。ま

た、社会全体で働き方改革が進められている中、学校教職員の働き方改革を進

めていかなければならない。さらに、教職員の中には、経験の無い部活動を担

当しなければならず、日常的な指導や審判を含む大会運営に苦慮する者が増加

している現状や、自身が中学生の時、そもそも部活動に在籍したことが無く運

営に悩む者が見られるなどの状況もある。 
 

国において、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置

法の一部を改正する法律（令和元年法律第 72 号）の附帯決議にて、部活動を

学校単位から地域単位の取組とすることの検討及び早期の実現が求められた。

このことを受け、令和２年９月、文部科学省は学校の働き方改革を踏まえた部

活動改革の方針を示し、令和３年度より、部活動の地域移行に関する実践研究

を実施している。また、スポーツ庁と文化庁は令和４年にまとめられた部活動

の地域移行に関する提言を受け、令和４年 12 月に「学校部活動及び新たな地

域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を策定した。この新

ガイドラインでは、令和５年から７年を改革推進期間と位置づけ、各地域の実

態に合わせて、まずは休日の部活動の地域移行を推進するとしている。 

県においても、令和５年２月に「学校部活動の地域連携や地域クラブ活動の

在り方等に関する方針」が策定され、市町と連携した取組の方針が示された。  
  

こうした国・県の動きを受け、沼津市も対応が求められており、令和３年度

から学校関係者による協議に着手し、全校での任意加入や平日活動時間の統一

などを決めたほか、令和 5 年度には幅広い関係者で組織した「沼津市部活動改

革検討協議会」を設けるなど本格的な検討・協議を開始したが、地域移行の実

現には多くの課題があり、行政のみならず地域総がかりで長年に及ぶ取組が必

要になると見込まれる。 

このため、まずは本取組方針を策定・公表することで、関係者への周知・浸

透及び意識改革を図り、学校部活動に代わる新たな活動環境を、各々の立場で

考え、動き出し、創り出す第一歩とするものである。 
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本方針の位置づけ 
 

対象は、沼津市立中学校における学校部活動とする。 

部活動の地域移行には、様々な立場の者・団体等が関係することが見込ま

れ、既に受け皿として準備・始動する団体等も見られる。 

一方、中体連などの大会参加の在り方、学習指導要領や高校進学時の評価の

扱いなど、市単独で決められず、当分の間、動向を注視しながら対応すべき事

項もあることを踏まえ、沼津市における地域移行の大きな方向性を示すものと

して本方針を策定する。 

その後、２～３年後を目処に、実証事業を踏まえ具体的な取組内容を明らか

にした推進計画の策定を見込む。 

 方針等の策定や今後の取組にあたっては、スポーツ庁・文化庁「学校部活動

及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」（令和

４年 12 月策定）及び静岡県教育委員会「学校部活動の地域連携や地域クラブ

活動の在り方等に関する方針」（令和５年 2 月策定）を参考とするほか、本市

の総合計画、教育大綱及び教育基本構想、スポーツ推進基本計画などの上位･

関連計画や令和５年度から実施する実証事業、沼津市部活動改革検討協議会か

らの意見などを踏まえつつ柔軟に対応するものとする。 

 

＜上位・関連計画との関係＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜本方針の策定経緯＞ 
 

沼津市部活動改革検討協議会（R5.7 設置） 

・構成委員  学識経験者、社会教育委員、スポーツ･文化芸術活動団体、 

     学校・保護者・自治会の代表者、公募市民など 計 12 人 

・会議開催 令和 5 年 7 月～令和 6 年２月 計 5 回 

・パブコメ 令和６年３～４月（予定） 

・策定公表 令和６年５月（予定）  

第5次沼津市総合計画 R3～R12

沼津市教育大綱・沼津市教育基本構想 R3～R7

スポーツ庁・文化庁（R4.12）

沼津市部活動地域移行取組方針 （R6.5策定予定） 市ウィズスポーツ課（R6～R15）

静岡県教育委員会（R5.2） 沼津市スポーツ推進基本計画

（仮）沼津市部活動地域移行推進計画 （R8頃策定予定）学校部活動の地域連携や地域クラブ活動の在り

方等に関する方針

学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方

等に関する総合的なガイドライン
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取組の背景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】スポーツ庁運動部活動の地域移行に関する検討会議提言（参考資料） 
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本市の部活動を取り巻く状況 

 

＜沼津市の児童生徒数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 57 年をピークに児童生徒数は減少しており、令和 10 年には令和 5 年

に比べて児童数約 1,000 人、生徒数約 700 人の減少が見込まれている。 

 

＜種目別の部員数の推移（運動部のみ）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 どの種目も部員数は年々減少しており、学校部活動へは所属せず民間クラブ

に所属するケースも増えてきている。  
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地域移行後の将来像 

 

＜目指す姿＞ 

⚫ 少子化の中でも子供の「やりたい」を叶えられる新たな体制整備 

⚫ 学校部活動が果たしてきた人間性・社会性等の醸成、責任感・連帯感の涵

養、体力向上や健康増進、文化的感性の獲得といった教育的効果や居場所

としての役割を継承した環境づくり 

⚫ 地域の人的・物的資源を総動員し支える仕組み構築（教員多忙化の解消） 

⚫ スポーツ・文化芸術活動の普及、生涯スポーツ・活動の促進、コミュニテ

ィ再生による地域の活性化 

 

＜基本方針＞ 

子供が希望する活動や体験、学びの機会を維持・充実させた 

新たな環境を地域総がかりで実現 
 
 部活動が学校から切り離されても、子供たちの活動環境を維持するために、

競技団体、民間クラブ、教員、保護者、コミュニティ、企業などあらゆる主体

が連携・協力し、新たな環境を構築する。 

 

＜新たな活動の名称・活動イメージ＞ 

地域クラブ活動＠沼津  通称「ヌマカツ」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

主な特徴 

⚫ 「競技志向」と「生涯志向」に区分けした対応 

⚫ （生涯志向での）「平日活動」と「休日活動」の分離 

⚫ （生涯志向での）シーズンや曜日を分けた「複数種目」活動の推進 

⚫ スポーツ活動と文化芸術活動の掛け持ちも可能 

平日 休日

  競技志向

   生涯志向

【競技志向】平日・休日ともに民間(地域)クラブ活動、夜の活動もあり

【生涯志向】平日は学校単位で活動、基本は夕方／休日はエリア(合同)又はセントラルで活動

民間(地域)クラブ

民間(地域)クラブ

協会 団体 地域クラブ

（エリア(合同)・セントラル）

地域クラブ 協会 団体

（通学学校単位）

同一種目

同一種目

同一種目

複数種目

（エンジョイ）

同一種目

複数種目

活動イメージ

※エリアとは市内をエリア分
割した複数校による合同活動 

※セントラルとは市内１か所
での合同活動 
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＜成果目標＞ 

現在の活動者数 88％ ▶▶▶ 地域クラブ活動と他の活動をあわせて 90%以上 

     （地域クラブ活動で 60％以上が活動継続） 
 ※推進計画策定時に再度精査・設定 

 
 令和 4 年 7 月に市が実施した生徒アンケート調査による学校部活動の加入率

は 88％であった。 

学校部活動が地域クラブ活動に移行されることで、様々な活動形態が生まれ

ることが想定される。学校以外の何かしらの活動に参加する割合を、現状より

も増やすことを目指し、地域クラブ等による活動者数を 90％以上とすること

を目標に掲げる。 

なお、地域クラブ活動では私立中学校の生徒の参加も見込まれるため、市内

在住の生徒を対象とした取組を想定する。 
  

実施体制と手順 
 

・ 国や県の方針、他都市の動向を踏まえつつ、中体連など変更が予定される

大会の在り方等にも対応する必要があるため、当面は実証事業を通じて課

題と可能性の検証・確認を行い、詳細な計画は後年度（R8 年度目標）に策

定する。 

・ 競技種目ごと、各協会･団体と学校顧問が検討する場を設け、移行の進め方

や在り方等を協議し、方針（エリア(合同)・セントラル等）を決定する。 

【競技志向】 

・ 競技志向の子供の受け皿として、民間（地域）クラブや総合型地域スポー

ツクラブ等の創設・組成を支援していく。 

・ また、各クラブ等の特徴や情報が子供たちに伝わり、選択できる仕組みを

構築していく。 

【生涯志向／休日移行】 

・ まずは休日の移行から取り組むが、方式はエリア（合同）・セントラルを見 

込み、各種目の協会･団体等を中心に受け皿の候補をリストアップしていく。 

・ エリア（合同）設定にあたっては、活動人数や移動距離、先行して取り組

みを進めるアスルクラロスポーツクラブや市 PTA 連絡協議会の設定等を考

慮していく。 

【生涯志向／平日移行】 

・ 平日の移行は、子供たちの居場所の確保や、保護者負担を考慮し、学校単

位での活動を見込み、従来の部活動に捉われない多様な活動が期待される

ことから、コミュニティ・スクール（学校運営協議会）や地域学校協働本

部等での協議・取組展開を喚起していく。（新たな種目の設定も考慮する） 
 

・ 前記取組を、部活動コーディネーターがサポート・調整役となり推進して
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いく。 

・ 実証事業を通した検証作業（トライ＆エラー）と関係者（学校･指導団体･

地域）の意識改革を図っていく。 

・ 実証事業とあわせて部活動指導員の増員による地域連携も推進し、学校教

職員からの部活動の切り離しを進めていく。 

・ リーフレット発行や HP 掲載等により積極的に情報を発信していく。 

 

 

地域移行スケジュール 

 

 国のガイドラインに則り、沼津市においては、休日活動から段階的に地域移

行を進め、休日及び平日における地域移行（学校部活動の廃止）の目標年度

は、次のとおりとする。 

 

休日活動 ▶▶▶ 令和 10 年度（夏） 

 平日活動 ▶▶▶ 令和 13 年度（夏） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※参考（県内他市町の状況（策定時点の市調査）） 

休日移行･･･R8 掛川市･静岡市･吉田町･富士宮市／R9 島田市／R13 磐田市 

平日移行･･･R8 掛川市／R12 静岡市／R13 磐田市 

 

・ 学校から部活動を切り離す目標年度を示すことで、受け皿の候補となる関

係者･団体の具体的な検討･準備･始動を喚起する。 

・ 休日移行を先行させるため、休日と平日活動で指導者や活動メンバーが異

なることが想定される。休日活動の完全移行となる令和 10 年度時点には、

平日活動も含め、地域クラブが主体となった活動への移行を目指す。  

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 R10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14～

休日活動

平日活動

民間･地域

クラブ活動

学校部活動

学校部活動

実証事業・地域クラブ活動

地域クラブ活動

（活動単位：エリア(合同)・セントラル）

実証事業

部活動指導員の拡充

実証事業・地域クラブ活動

（活動単位：学校）

（
活
動
単
位
：
学
校
）

地
域
ク
ラ
ブ
活
動

学校部活動

▲

（クラブ設立及び運営の支援）

部活動指導員の拡充
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今後の課題と取組の方向性 
 

① マネジメントする主体と体制 

・ 地域移行後に地域クラブ活動の全体を総括・管理監督等する事務局機能が必

要と考える。（参考：かけがわ地域クラブ（掛川市）） 

・ 他都市事例では市（行政）が担うケースもあるが、本市には多くの活動団体

が存在することを踏まえ、市以外に事務局機能を有した体制づくりを目指し、

市が運営等を側面的に支援する仕組みが望ましい。 

・ マネジメント主体を担う機能として、「クラブ等の団体の認証」「指導者の研

修・管理・紹介」「保険料の納付や請求手続き等の一括管理」「源泉徴収事務

などの代行支援」「学校を含む施設等の一体管理」などを想定する。 

・ 全体を総括する事務局機能を設定した場合、その下に、エリアごとの事務局

機能を設定する必要性を考慮する。 
 

② 指導者の確保 

・ 教員の兼職兼業はもとより、行政や企業等の人材の登用も促進することが望

ましい。 

・ 中学生を指導対象としてこなかった少年団や民間クラブ、スポーツ推進委員

等に加え、リタイア世代、大学生や高校生等を指導者にとして育成していく

ことが望ましい。 

▶▶▶指導者養成研修講座の開講 

   （自前で構築、外部講座を活用 など） 

・ 指導者バンクは、県の役割とされているが、市独自の構築の必要性も考慮する。 

 

 

 

 

 

 

・ 移行期間中の休日と平日で異なる指導者間の連絡体制の構築を考慮する。 
 

③ 受け皿となる団体の育成 

・ 教員や保護者等の動きを把握し、積極的な団体組成の支援に配慮する。 

・ 団体化の際に課題となる「団体設立の規約作成」「保険料の納付や請求手続

き」「源泉徴収事務」「学校を含む施設等の予約」等を事務局機能で支援し、

指導に専念できる環境を整えることで、団体組成を後押しできることが望ま

しい。 

・ 指導したい教員等を受け入れるクラブや団体等の把握、紹介に配慮する。 

・ アスルクラロとの連携・協力により、総合型地域スポーツクラブの組成を促

進することが望ましい。 

・ 高校が多い地域特性を生かし高校の活用・連携を視野に入れる。 
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④ 会費と保険 

・ 民間や地域クラブ活動に移行することで、保護者には一定の会費負担が求め

られる。 

・ 会費の重負担とクラブ・団体の持続性を踏まえ、バランスの取れた設定を考

慮していく。 

・ 全世帯への会費支援は行わず、困窮世帯に対する支援、また上位大会の進出

で遠征費負担がかかる場合への支援策等に配慮する。 

・ 支援財源として、国・県による支援、学校施設使用の有料化など、様々な財

源確保に向けて調査していく。 

・ 保険は生徒及び指導者が安心・安全に活動できるよう全員加入を原則とする

ことが望ましい。 

・ 各活動団体での保険加入が原則となるが、地域移行に係る地域クラブ活動を

集約化することで、年 1 回の保険料負担で済む軽減策の構築も考慮する必

要がある。 

 

⑤ 活動場所の確保 

・ 学校施設を最大限活用するため、学校施設開放の運用見直しを視野に入れる

必要がある。 

・ 学校関係者以外が学校施設を使用する頻度が高まることを想定し、諸室配置

やセキュリティ対策などの対策を考慮する必要がある。 

・ 公共施設（スポーツ施設や文化施設）においては、「予約」及び「減免」の

扱いについて整理が必要となる。 

・ 公共施設だけでなく使用可能な民間所有施設の情報収集･把握を視野に入れ

る必要がある。 

・ 活動できる様々な場所の情報を集約・一元化し、紹介・予約等が可能なシス

テム構築を考慮する必要がある。 

 

⑥ 用具・備品の使用と管理 

・ 用具・備品の扱いについて、地域移行する際、別途用意することが困難なケ

ースや二重となるケースの対応を考慮する必要がある。 

・ 高額な備品等を使用・借用する場合、破損した時の対応について考慮する必

要がある。 

・ 学校所有ではなく、各部所有の備品等も存在するため、その扱いについても

考慮する必要がある。 

・ 民間・地域クラブ活動が特定の学校施設で活動する場合、備品等の保管需要

が発生するため、保管場所や方法等の扱いについて考慮する必要がある。 

 

⑦ 大会の在り方・精選 

・ 中体連等では、令和 5 年度から民間クラブの大会参加が一部容認され、段階

的に拡大されていく見通しが示されている。 

・ 移行期間中は、中体連等の参加基準見直しの状況を見極めながら、参加チー
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ムの編成について考慮する必要がある。 

・ 競技志向の民間クラブと生涯志向の地域クラブ間のレベル差が生まれるこ

ととなり、大会の在り方の動向を注視する必要がある。 

・ 生涯志向の活動推進を見込む中、上位大会に繋がらない、市内大会レベルの

大会の在り方にも配慮する（文化的活動も同様）。 

・ これまで学校部活動の大会運営の主体は、学校教員が担うケースが多く、移

行後の大会開催に向けては代替の人員確保が課題となる。 

 

⑧ エリア(合同)の設定 

・ 地域移行後の休日活動は、各種目によって「エリア(合同)」又は「セントラ

ル」での活動が望ましい。 

・ 生徒の移動を考慮したエリア設定が必要であるが、種目により活動人数等も

異なるため、実証事業を展開することで、エリアの在り方を考慮していく。 

・ 休日移行後における大会への出場チームは、大会の変化を注視しつつ、設定

したエリア単位での編成を基本としていくことが望ましい。 

・ エリア（合同）を設定する場合には、先行して取組を進めるアスルクラロス

ポーツクラブや市 PTA 連絡協議会の枠組みを参考とする。 

（参考）アスルクラロスポーツクラブにおける市内エリア分け（4 分割） 

【西部エリア】原・浮島・愛鷹・今沢 

【北東部エリア】金岡・門池・大岡 

【中央部エリア】第一・第二・第四・第五・片浜・中等部 

【南部エリア】第三・静浦・大平・長井崎・戸田 

 

⑨ その他 

・ 生徒の移動方法として、保護者の送迎に頼らない手法（自転車やバスの使用）

について考慮する必要がある。 

・ 地域クラブの指導者と子供･保護者、指導者と学校･顧問との円滑な連絡手段

について考慮する必要がある。 

・ 学習指導要領上の扱いや高校進学時の地域クラブ活動の評価の在り方の変

化を注視しつつ、子供の活動促進につながる仕掛けに配慮する。 

・ 市立沼津高校中等部は中高一貫校としての特色を生かした地域移行の形を

検討する必要がある。 

・ 移行過程の子供たちに不安や混乱を生じることがないよう配慮する。 

 


